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第２章 まちづくりの検討                      

既往調査（「東京１２号線延伸に向けた地域整備構想基礎調査」（平成１５、１６年度））の

内容をベースに、都市計画マスタープラン等の上位計画との整合を図りつつ、１２号線延伸

地域におけるまちづくりの基本的な方向性・方針を検討した。 

 

１ １２号線の延伸ルート、駅位置及び構造の設定 

○延伸ルート：既往調査においては、現況土地利用状況や地形条件との整合性の検討を基に延伸ル

ートを設定しているため、本調査でも既往調査のルートを基本に設定した。 

○駅 位 置：駅周辺の市街地整備の規模をコンパクトにすること、また、既往調査で設定した駅

位置では隣り合う駅の利用圏域と重複することから、新座市内の駅を２駅から１駅

に変更し、駅位置を既往調査の(仮称)新座南部駅と(仮称)新座中央駅の中間に設定

した。 

○構 造：沿線の市街化状況を勘案し、全線地下構造、一部高架構造の２ケースを設定した。 

※ 既に市街地形成が進んでいる地域で高架構造を採用することは、用地買収費が多大であることや、地

権者との合意形成に要する時間等の面で現実的でないと考え、本調査ではおおむね市街化調整区域内の

み（(仮称)新座中央駅～新座市・清瀬市境までの間）を高架構造の設定範囲とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ １２号線延伸区間のルート及び駅位置の設定 

 

２ 延伸地域におけるまちづくりの基本方針の検討 

２．１ 延伸地域の将来地域構造の検討 

⑴ まちづくりの基本的方向性 

① 延伸地域の広域的位置付けと役割 

○東京都心・副都心及び業務核都市へアクセスする者の居住の場となり得る地域である。 

○高速道路へのアクセス性、延伸地域周辺の人口集積から、広域からの集客が見込まれる大規模施

設導入のポテンシャルの高い地域である。 

○延伸地域を通過する高速道路と、比較的災害に強い地理的特性を有し、災害時の緊急輸送や救援

活動の拠点を形成し得る地域である。 
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○周辺地域には諸機能の集積が図られた既存の拠点（東京都心・副都心、業務核都市）が存在し、

連携・相互補完により、多様なニーズに応えることが可能である。 

○首都圏有数の自然環境・歴史的資源は、延伸地域の住民の癒しの場だけでなく、首都圏住民の憩

いの場として活用することが可能である。 

② まちづくりの基本方針の検討 

○１２号線延伸沿線の都市軸の形成に資する市街地の形成 

○人々が働き、集い、遊び、学ぶことができるまちの実現に資する拠点の形成 

東京都心・副都心等への過度の依存を抑制し、地域の自立に資する拠点の形成 

○広域からの集客を念頭に置いた主要施設の立地誘導 

○災害時の緊急輸送・救援活動に資する防災ネットワーク・防災拠点の形成 

○自然環境・歴史的資源の保全と共生 

 

⑵ 将来地域構造の検討 

① 拠点の形成 

諸機能が集積する地域を現況の機能集積状況や上位計画での位置付け、１２号線の延伸等を勘案

し、拠点として設定 

中枢拠点：東京都心・副都心 

広域拠点：業務核都市（さいたま市、川越市、八王子市・立川市） 

中心拠点：練馬駅、志木駅、清瀬駅、所沢駅、（仮称）新座中央駅 

地域拠点：東所沢駅、新座駅、石神井公園駅、大泉学園駅、光が丘駅、ひばりヶ丘駅、秋津駅、

朝霞台駅、（仮称）清瀬北部駅 

生活拠点：保谷駅、東久留米駅、（仮称）土支田駅、（仮称）大泉町駅、（仮称）大泉学園町駅 

 

② 都市軸・地域軸の形成 

○鉄道路線を軸とした沿線地域への市街地の展開と、人・物の流動、駅を中心とした拠点が相

互に連携・補完しあう都市軸を形成（１２号線延伸沿線都市軸、既存放射鉄道路線沿線都市

軸、既存環状鉄道路線沿線都市軸） 

○１２号線延伸沿線都市軸・既存放射鉄道路線沿線都市軸相互を連携する地域軸を形成 

 

＜現況の地域連携イメージ＞         ＜目標とする将来地域連携イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 地域連携イメージ 
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③ 自然・歴史・文化軸の形成 

○延伸地域が有する自然環境（緑、水辺）や歴史的資源を１２号線沿線都市軸の一要素として

位置付け、水と緑と歴史のネットワークを形成 

 ④ 将来地域構造の方向性 

 

図２－３ 目標とする将来地域構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 交通体系の考え方 

⑴ 延伸地域の交通体系整備方針 

①広域拠点・高速交通結節点へのアクセス強化 ②延伸地域の将来地域構造の誘導と交通の整序化  

③周辺地域・拠点との結節          ④地域内の円滑な移動性  

⑵ 道路体系の整備方針 

○延伸地域の骨格を形成する幹線道路体系として、ラダー型（はしご型）道路体系を構築 

○他の放射鉄道路線沿線都市軸や拠点と結節し、ラダー型道路体系を形成する道路網を配置 

○ラダー型道路網を補完し拠点の骨格形成、拠点（駅）へのアクセス性に資する道路網を配置 

⑶ 公共交通網の整備方針 

○東京都心・副都心等への高い移動性の確保   ○周辺地域への多方向への移動性向上 

⑷ 鉄道駅端末交通の在り方 

○鉄道駅への円滑なアクセスに資する道路網や交通結節点の整備 

○鉄道駅へ直結するバス路線の設定 

 

図２－４ 延伸地域の 

交通体系整備方針図 
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３ 新駅周辺地域のまちづくり方針の検討 

３．１ 新駅周辺地域のまちづくり方針 

(仮称)土支田駅 

・土地利用は、現行計画の都市計画用途に準ずる。 

・補助２３０号の整備に伴い、沿道型土地利用の形成を計画的に促進 

・駅前周辺に、生活拠点としてふさわしい商業集積を図り、市街地形成を促進 

(仮称)大泉町駅 

・土地利用は、沿道型土地利用の形成を計画的に促進 

・駅前周辺に、生活拠点としてふさわしい商業集積を図り、市街地形成を促進 

(仮称)大泉学園町駅 

・土地利用は、沿道型土地利用の形成を計画的に促進 

・駅前から補助１３５号（大泉学園通り）沿道では、近隣住民の買い物や日常生活の便に供する商業・生活支援サー

ビス機能を配置 

(仮称)新座中央駅 

○駅を中心とした約９０ｈａを土地区画整理事業区域として市街地整備 

・駅前付近に集客力の高い文化芸術施設、医療施設、商業・業務等の機能と共に、新たな市のシンボルとなることを

目指した緑の空間（庭園）を配置 

・地区の西部、野火止二丁目には大学を誘致し街のにぎわいを創出。また、防災備蓄倉庫を併設した公園を配置し、

災害時には防災拠点として周辺機能と連携 

・駅周辺部は集合住宅中心の住宅地域とし、東京都心・副都心などで働く人の居住機能を配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

(仮称)清瀬北部駅 

・住宅地域は、１２号線延伸による利便性向上をいかし、人口増加を目指しつつ、良好な住環境の保全を図る。このうち、駅近郊

では、集合住宅中心とし、その周辺を低層住宅中心とする。 

・既存の大規模団地（旭が丘団地、台田団地）は、１２号線の延伸による利便性の向上効果をいかし、建替え等のリニューアルの

促進を図り、人口流出の抑制と新たな住民の入居を目指す。 

・駅前周辺は、清瀬市北部の中心地域として、商業・サービスを中心とした商業地域を配置 
 

(仮称)新座中央駅周辺地区整備イメージ 
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東所沢駅 

・駅周辺の既存住宅地域は、１２号線延伸による利便性向上をいかし人口増加を目指す。 

・本郷地区のうち、３.４．２２本郷亀ヶ谷線と３．４．２３和田本郷線に囲まれた現市街化調整区域で市街地整備 

・３.４．２１東所沢駅前線の沿道に展開する商業地域では、１２号線の延伸による交通結節点化効果をいかし、商業・

サービス機能の集積を図り、所沢市東部の拠点地域として育成 
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東所沢駅周辺地区整備イメージ 

商業業務地区（新規）

住居系地区
（既成市街地／駅近傍、既存団地）

産業系（研究開発型）地区
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高速道路

都市計画道路

１ ２ 号線延伸線

鉄道（ 既存）

駅前広場
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第３章 鉄道事業可能性の検討                    
１ 需要予測 

１．１ 需要予測ケースの設定 

・１２号線延伸による需要の把握及び採算性を確認するため、次の①、②の違いを基にケース

を設定 

①まちづくりの有無（将来人口フレーム等の違い） 

ａ．まちづくりを行わない場合：今後の人口動向がすう勢的に推移した場合 

ｂ．まちづくりを行う場合：１２号線延伸新駅周辺での新たな市街地整備と既存市街化区

域での人口増加を見込む場合 

 ※ 「まちづくりを行わない場合」は、需要の最小規模を把握するとともに、まちづくりの必要性を検証するための比

較対象とするため、設定したものである。「まちづくりを行う場合」とは、本調査において土地利用配置等を独自に

設定し、これに基づいて将来人口を設定したものである。） 

 

②運賃設定の違い：延伸区間の運賃を、都営地下鉄と同じ場合と、都営地下鉄に加算運賃を

課す場合を設定 
 

表３－１ 需要予測ケースの設定 

ケース 
１２号線延伸線 

整備形態 

沿線 

まちづくり 
延伸区間の運賃 ケース設定の内容 

１ 
整備無し 

（現在の開業区間のみ） 
無し － 

延伸をしない場合（開通済み区間のまま） 

ケース２、３との比較対象として設定 

２ 
１ 

全区間整備 

（光が丘～東所沢） 

無し 
都営通算 

まちづくりを行わず、延伸のみを行った場合 

２ 有り まちづくりと延伸共に実施した場合 

３ 

１ 無し 
都営通算＋加算運賃 

(（仮称）大泉学園町

駅～東所沢駅間) 

上下分離方式により運行

のみを東京都交通局が行

った場合 

都営運賃に加算運賃を上

乗せ 

まちづくりを行わず延

伸のみを行った場合 

２ 有り 

まちづくりと延伸共に

実施した場合 

 

１．２ 需要予測の前提条件の設定 

⑴ 予測年次：次々期答申の目標年次と予想される２０３０年（平成４２年）とした。 

⑵ 将来人口（夜間）の設定 

① 沿線４市区の将来人口（夜間人口）の設定 

表３－２ 各市区の将来人口の設定 

2005年 2030年 2030年

平成17年 平成42年 平成42年

実績値
まちづくり
無し設定値

備考
まちづくり
有り設定値

(人) (人) 人 (人)

練馬区 692,339 738,561 2,057 ３駅周辺 740,618 1.070 1.003

新座市 153,305 156,539 5,371 新座中央駅周辺 161,910 1.056 1.034
清瀬市 73,529 70,124 15,125 清瀬北部駅周辺 85,249 1.159 1.216
所沢市 336,100 320,885 6,768 東所沢駅周辺 327,653 0.975 1.021

合計 1,255,273 1,286,109 29,321 1,315,430 1.048 1.023

2030(H42)年ま
ちづくり無し

→
2030(H42)年ま
ちづくり有り

2005(H17)年
→

2030(H42)年
まちづくり

有り

駅周辺開発による増加
人口
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② 今後の社会経済情勢の変化の加味 

①で設定した将来人口を基に将来鉄道交通需要予測を行うに当たり、次に示す社会経済要

因を加味した。 

人口の年齢階層別構成比の変化 尐子高齢化により、通勤・通学交通需要が変化

することを考慮 ⇒ 減尐要因 

高齢者及び女性の就業率の変化 今後の女性の就業機会の増加や６５歳定年制へ

の移行を考慮 ⇒ 増加要因 

 

⑶ 新駅周辺における機能立地に伴う鉄道利用者数の増加の想定 

まちづくりを行う場合に、人口増加を見込むほか、様々な機能立地に伴う以下の鉄道利用者

の増加を見込んだ。 

○商業・業務機能の立地に伴う鉄道利用者  

（商業業務施設への通勤者、買い物客、業務目的来訪者） 

○文化・教育機能（大学）の立地に伴う鉄道利用者 

（大学へ通勤する教職員、大学へ通学する学生） 

○文化・教育機能（文化芸術施設）の立地に伴う鉄道利用者 

○医療施設の立地に伴う鉄道利用者 

（医療施設へ通勤する医師・職員、医療施設へ通院する患者等） 

○観光・レジャー地（平林寺）への来訪による鉄道利用者 

 

１．３ 需要予測の方法 

需要予測は、四段階推計法を用いて行った。 

なお、需要予測結果を基に収支計算を行い、需要規模の妥当性をチェックし、まちづくりへ

フィードバックし、人口フレームの見直しにより、再度、需要予測を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 需要予測の流れ 

⑴ 発生・集中交通量の予測 

⑵ 地域間分布交通量の予測 

⑶ 交通手段分担交通量の予測 

⑷ 路線別区間別交通量の予測 

･･･各地域を発着する総交通量の予測 

･･･地域間を行き来する交通量の予測 

･･･交通手段別（鉄道、自動車等）の交通量の予測 

･･･経路探索による路線別区間別交通量の予測 

まちづくりの検討 ⇒ 将来人口フレームの設定 

収支計算 

需要規模の 

妥当性チェック、 

フィードバック 
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１．４ 需要予測結果 

表３－３ ケース別の１２号線延伸区間の利用者数＜大江戸線全線＋１２号線延伸＞ 

ケース 

№ 

１２号線延伸線 

整備形態 

沿線 

まちづくり 

延伸区間 

運賃 

営業キロ 

（ｋｍ） 

利用人数 

（人） 

人・キロ 

（人・ｋｍ） 

輸送密度 

（人／日） 

平均乗

車キロ

（ｋｍ） 

１ 
整備なし 

（開通済区間のみ） 
無し ― ４０．７ ８３３，４０６ ４，２０８，７５１ １０３，４０９ ５．１ 

２ 
１ 

全区間整備 

（光が丘～東所沢） 

無し 
都営通算 

５２．７ ８８８，４２３ ５，１５９，８５５ ９７，９１０ ５．８ 

２ 有り ５２．７ ９０８，５５４ ５，４８７，２０８ １０４，１２２ ６．０ 

３ 
１ 無し 都営加算 

（２０円／ｋｍ） 

５２．７ ８８４，６５８ ５，０８１，１６９ ９６，４１７ ５．７ 

２ 有り ５２．７ ９０４，２５４ ５，３９６，６６８ １０２，４０４ ６．０ 

 

表３－４ ケース別の１２号線延伸区間の利用者数＜１２号線延伸区間のみ＞ 

ケース 

№ 

１２号線延伸線 

整備形態 

沿線 

まちづくり 

延伸区間 

運賃 

営業キロ 

（ｋｍ） 

利用人数 

（人） 

人・キロ 

（人・ｋｍ） 

輸送密度 

（人／日） 

平均乗

車キロ 

（ｋｍ） 

１ 
整備なし 

（開通済区間のみ） 
無し ― ― ― ― ― ― 

２ 
１ 

全区間整備 

（光が丘～東所沢） 

無し 
都営通算 

１２．０ ６８，５３８ ４３５，０３９ ３６，２５３ ６．３ 

２ 有り １２．０ ８９，９１２ ５８２，０９８ ４８，５０８ ６．５ 

３ 
１ 無し 都営加算 

（２０円／ｋｍ） 

１２．０ ６４，１９７ ３９１，７７４ ３２，６４８ ６．１ 

２ 有り １２．０ ８４，９６５ ５３２，９１２ ４４，４０９ ６．３ 

 

２ 収支面から見た検討（採算性の検討） 

２．１ 収支計算の前提条件の設定 

⑴ 営業収入・営業経費の設定 

・営業収入、営業経費は、既存鉄道事業者のデータを基に設定した原単位により算出 

○営業収入⇒賃率の設定・・・①都営通算、②都営通算＋加算の２ケースを設定 

○営業経費⇒経費原単位、要員原単位、人件費単価の設定・・・都営地下鉄の実績を基に設定 

 

⑵ 事業費の想定 

○構造の設定：沿線の市街化状況を考慮し全線地下構造と一部高架構造の２ケースを設定 

○用地費の設定：平成２４年地価公示を参考に、地域別（市区別、市街化区域・市街化調整区域別）

に設定 

○建設原単位の設定：東京都交通局（大江戸線建設費）、横浜市交通局（グリーンライン建設費）

へのヒアリングを基に設定 

○概算事業費の算出結果 

表３－５ １２号線延伸区間の概算事業費算出結果（光が丘駅～東所沢駅間） 

項 目 全線地下構造 一部高架構造 

事業費総額 １,９１４億円 １,８５６億円 

キロ当たり事業費 １５０億円／ｋｍ １４６億円／ｋｍ 

※ 一部高架構造の場合、既に市街化が進行して

いる地域が多い市街化区域に相当する区間を地

下構造、市街化調整区域を高架構造とした。 

※ 事業費には、駅前広場整備費及び一部高架構

造の場合の側道整備費は含めていない。 
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⑶ 採算性検討の前提 

○需要予測で設定したケース２、３（Ｐ１０ 表３－１「需要予測ケースの設定」を参照）に加えて、

延伸部分のみの単独収支の場合と、１２号線延伸線の整備による既設線区間（既存の大江戸線や

他の都営地下鉄線）の受益相当分（増収分）を収入として加味した場合の２ケースを想定 

（その際、既設区間の増収分は１００％を上限として採算性を検証） 

○開業後３０年以内に資金過不足累計の解消（３０年償還）の可否を基準として採算性を検証 

（なお、参考として４０年償還の可否も確認） 

 

２．２ 収支計算結果（採算性検討結果） 

前提条件に基づいて収支計算（採算性の検討）を行い、事業の実現性を検証した。 

なお、単年度黒字転換年については、表記の経過年（開業後○年目）で単年度黒字に転換し

た場合でも、車両更新のために再び単年度赤字が発生することもある。 

 

■結果概要（表３－６） 

⑴ 沿線まちづくりを行わない場合（ケース２－１、３－１） 

・多くのケースが４０年であっても償還ができない（Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ､Ｊ、Ｋ、Ｌ）。 

⑵ 沿線まちづくりを行う場合（ケース２－２、３－２） 

① 既設区間の増収効果を加味する場合（Ｇ、Ｉ、Ｏ、Ｑ） 

Ｏ、Ｑは、開業後１０年目程度で単年度黒字に転換し、３０年以内で償還が可能となる。 

なお、この場合、既設区間の受益相当分の９０％以上を収入として加味することが必要である。 

② 既設区間の増収効果を加味しない場合（Ｆ、Ｈ、Ｎ、Ｐ） 

単年度黒字に転換することはなく、累積赤字が増加する一方となる。 

■１２号線延伸線整備に必要な条件のまとめ 

○まちづくり 

沿線からの需要を創出し、償還のための収入を確保するため、まちづくりを行うことが必要で

ある。 

○既設区間の増収効果 

既設区間の増収効果を加味することが必要で、加味しないと単年度黒字に転換しない。 

○運賃の加算 

都営通算運賃に加算運賃を課すことで３０年以内の償還が可能となる（まちづくりを行い、既

設区間の増収効果を加味する場合）。 

なお、この場合、既設区間の受益相当分の９０％以上を収入として加味することが必要である。 

○構造 

一部高架構造の方が事業費は安価で、償還に有利であるが、全線地下構造でも３０年での償還

は可能である（まちづくりを行い、既設区間の増収効果を加味する場合）。 

なお、高架構造は側道の整備等、新たな経費が必要である。 
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表３－６ 採算性検討結果概要 

（※ 既設区間増収が受益相当分の１００％の場合） 

№ ケース 
延伸区間 

運賃 

沿線 

まち 

づくり 

構 

造 

既設

区間

増収

効果 

１２号線延伸線 

整備形態 

償還可否 単年度黒字 

転換年 

(開業○年目) 

償還年 

(開業○年目) 
№ ３０ 

年 

４０ 

年 

Ａ １ － 無し 
地

下 
－ 開業済区間のみ － － － － Ａ 

Ｂ 

２ 

１ 

都営通算 

無し 

地

下 

無し 
全区間整備 

(光が丘駅 

～東所沢駅) 

× × 黒転しない 解消しない Ｂ 

Ｃ 有り × × １０ ４０年超 Ｃ 

Ｄ 高

架 

無し × × 黒転しない 解消しない Ｄ 

Ｅ 有り × × １０ ４０年超 Ｅ 

Ｆ 

２ 有り 

地

下 

無し 

〃 

× × 黒転しない 解消しない Ｆ 

Ｇ 有り × ○ １０ ３３ Ｇ 

Ｈ 高

架 

無し × × 黒転しない 解消しない Ｈ 

Ｉ 有り × ○ １０ ３２ Ｉ 

Ｊ 

３ 

１ 

都営加算 

(２０円／ｋｍ) 

無し 

地

下 

無し 

〃 

× × 黒転しない 解消しない Ｊ 

Ｋ 有り × ○ １０ ４０ Ｋ 

Ｌ 高

架 

無し × × 黒転しない 解消しない Ｌ 

Ｍ 有り × ○ １０ ３８ Ｍ 

Ｎ 

２ 有り 

地

下 

無し 

〃 

× × 黒転しない 解消しない Ｎ 

Ｏ 有り ○ ○ １０ ２８ Ｏ 

Ｐ 高

架 

無し × × 黒転しない 解消しない Ｐ 

Ｑ 有り ○ ○ １０ ２８ Ｑ 

 

 
 


